
（ 消防用設備等又は特殊消防用設備等の設置等計画の届出）  

第 6 0 条 令別表第１ に掲げる 防火対象物（ 同表⒆項及び⒇項に掲げる も のを 除く 。） について、

新築、 増築、 改築、 移転、 修繕、 模様替又は用途変更の工事（ 以下「 建築工事」 と いう 。） を 行

う 場合において、 当該防火対象物に設置すべき 消防用設備等（ 消火器、 簡易消火用具、 非常警報

器具及び誘導標識を 除く 。） 又は特殊消防用設備等を 設置し 、 又は変更し よ う と する 者は、 当該

建築工事に着手する 前に、 当該消防用設備等又は特殊消防用設備等の設置又は変更の計画を 、 消

防長又は所轄消防署長に届け出なければなら ない。（ ね）（ ヘ）  

 

条則 

( 消防用設備等の設置等計画の届出)  

第 1 8 条 条例第 6 0 条に規定する 届出は、 届出書に消防長が定める 図書を 添えて、 消防用設備等

に係る も ので次に掲げる 防火対象物の同条に規定する 建築工事（ 建築基準法第６ 条第１ 項の確認

を 要する も のに限る 。） に係る も の及び特殊消防用設備等に係る も のにあつては消防長に対し 、

その他のも のにあつては所轄消防署長に対し 行わなければなら ない。（ つ）（ な）  

⑴ 令別表第１ ( 1 6 の 2 ) 項に掲げる 防火対象物（ な）  

 ⑵ その他消防長が定める 防火対象物（ つ）（ な）  

 

【 解説】  

本条は、防火対象物が新築工事を 行う 前に、当該防火対象物に消防用設備等又は特殊消防用設備等

が適正に設置さ れよ う と し ている かど う かを 的確に把握する ため、 届出を 義務づけたも のである 。  

 

１  当該届出は、建築工事に着手する 前と なっ ている が、原則と し て建基法第６ 条第１ 項に規定する

確認申請又は第 1 8 条に規定する 計画の通知（ 以下「 建築申請等」 と いう 。） の提出に合わせて消

防長等に届け出る も のと する 。 なお、 それ以前に届け出ても 差し 支えない。  

ま た、 建築申請等の提出を 要し ない場合でも 、 建築工事に該当し 、 消防用設備等の設置又は変更

を 行う 場合は、 本条の規定に基づく 届出が生じ る も のである 。  

 

２  本条の規定は、法令等に基づき 本来設置さ れる べき 消防用設備等について届け出る こ と と し てい

る ため、 消防法施行令第 3 2 条等の規定によ り 消防用設備等が免除さ れる 場合でも 、 本条に規定す

る 届出に該当する 。 ま た、 設置すべき 消防用設備等に代えて、 総務大臣の認定を 受けた特殊消防用

設備等を 設置する 場合も 同様である 。  

なお、 任意で消防用設備等を 設置する 場合は、 本条の規定には該当し ないも のである が、 本条の

趣旨を 踏ま え、関係者等の理解を 得て、当該届出の内容に準じ た書類の提出を 求める こ と が望ま し

い。  

 

３  本条の届出義務者は、「 消防用設備等又は特殊消防用設備等を 設置し 、又は変更し よ う と する 者」

である が、それは、当該防火対象物の所有者又は当該防火対象物の消防用設備等又は特殊消防用設

備等の設置等について権原を 有する 者である 。 ま た、 届出を 要する 防火対象物は、 法及び条例によ

り 消防用設備等を 設置する 必要がある 防火対象物である 。 ただし 、 消火器、 簡易消火用具、 非常警



報器具又は誘導標識のいずれかだけを 設置する 必要のある 防火対象物については、届出を 要さ ない

こ と と し ている 。 こ れら の消防用設備等は単に設置する だけであり 、 届出がなく ても 、 必要な場合

には容易に設置する こ と が可能なためである 。  

 

４  届出書には、 消防長が定める 図書を 添えて届け出る 必要がある 。 消防長が定める 図書と は、 次に

よ る も のと さ れている 。  

 ⑴ 付近見取図、 配置図 

 ⑵ 各階平面図 

 ⑶ 立面図、 断面図、 矩計図 

 ⑷ はり 及び天井伏図 

 ⑸ 建具配置図及び建具表 

 ⑹ 室内仕上表 

 ⑺ 空調及び衛生設備図 

 ⑻ 消防用設備等の計画図等（ ⑴から ⑺ま での図書と 重複する 場合は、 省略する こ と ができ る 。）  

 

５  当該届出の届け出先は、 規則第 1 8 条において規定さ れている が、 同条第１ 号及び第２ 号に掲げ

る 防火対象物において確認申請（ 計画通知も 含む） を 要する も の及びそれ以外の防火対象物であっ

ても 特殊消防用設備等を 設置する も のについては消防長に、こ れら 以外のも のにあっ ては所轄消防

署長に届け出る こ と と し ている 。  

  なお、 同条第２ 号の「 その他消防長が定める 防火対象物」 と は、 次のも のを 定めている 。  

広島市火災予防規程（ 抜粋）  

（ 同意等区分）  

第３ 条 法第７ 条の規定によ る 同意を 要する 建築物の許可､認可又は確認（ 以下｢建築許可

等｣と いう ｡） に係る 同意は､局長が審査する も のと 署長が審査する も のに区分する ｡ 

２  局長は､次の各号に掲げる も のについて審査する も のと する ｡ 

⑴ 軒高が４ ５ ﾒ ﾄーﾙを 超え る 建築物 

⑵ 消防法施行令（ 昭和３ ６ 年政令第３ ７ 号｡以下｢政令｣と いう ｡） 別表第１ （ １ ６ の

２ ） 項に掲げる 防火対象物 

⑶ 法第１ ７ 条第３ 項に規定する 特殊消防用設備等を 設置する 建築物 

⑷ 一般財団法人日本消防設備安全ｾﾝﾀ そーの他高度な専門技術的知見を 有する 機関等

の評価を 受ける 設備等を 設置する 建築物 

３  署長は､前項に掲げる も の以外のも のについて審査する も のと する ｡ 

 

（ その他消防長が定める 防火対象物）  

第９ 条の２  規則第 1 8 条第２ 項に定める 「 その他消防長が定める 防火対象物」 につい

ては、 第３ 条第２ 項（ 第２ 号及び第３ 号を 除く 。） の規定を 準用する 。  

 


